小規模用
　西宮ビル　消防計画	Comment by 作成者: 建物名称を記入して下さい。
　　　　年　　月　　日作成
	この計画で定めたことは、勤務者等出入りする関係者全員が守らなければなりません。　
本計画が及ぶ範囲（　　西宮ビル　　）	Comment by 作成者: 本計画が及ぶ範囲
　建物全体の場合は、建物名称を記入して下さい。
　及ぶ範囲が限定される場合は、事業所名等を記入して下さい。（店舗名など）

	第１　建物の状況について　　　　　	Comment by 作成者: 第１　建物の状況について
該当するものに☑して下さい。
①～⑥については必須です。⑦～⑫について設置していなければ、記入する必要はありません。
	管理権原　（　単一権原　　・　　複数権原　）	Comment by 作成者: 管理権原
　単一権原：１人の防火管理者で建物全体を防　　
　　　　　　火管理する場合をいいます。
　複数権原：複数の防火管理者で建物の異なる
　　　　　　場所をそれぞれ防火管理する場合
　　　　　　をいいます。
統括防火管理（　該当　・　非該当　）	Comment by 作成者: 統括防火管理
　統括防火管理者が必要となる防火対象物は、次のいずれかに該当する防火対象物で管理について権限が分かれているもの。
１、高層建築物（高さ31ｍ以上）
２、避難困難施設（六項ロ）が入っている防火
　　対象物のうち地階を除く階数が３以上で、
　　かつ収容人員が10人以上のもの。
３、特定防火対象物のうち、地階を除く階数が
　　３以上で、かつ収容人員が30人以上のも
　　の。（避難困難施設を除く）
　※特定防火対象物とは、一項から四項、五項
　イ、六項、九項イ、十六項イに掲げる不特定
　多数の者が利用する用途を供する建物をいい
　ます。用途の詳細は下記④用途に記載してい
　ます。
４、十六項ロのうち、地階を除く階数が５以上
　で、かつ収容人員が50人以上のもの。
５、十六項の三に掲げる防火対象物

	現在の建物の状況については、以下のとおりです。（実施項目を☑）

①　階数　地上　４　階、地下　　階建　
②　構造（該当するものに☑）　
☑　鉄筋コンクリート造　　□　鉄骨造　　□　木造　　□　その他（　　　　　　　　　　　　）
③　収容人員   　　30　　人	Comment by 作成者: ③収容人員は、建物全体の人数を記載して下さい。
④　用途　　令別表第一　　　16項イ　	Comment by 作成者: ④用途（下記項から選択して下さい）
一項イ　劇場、映画館、演芸場又は観覧場
　　ロ　公会堂又は集会場
二項イ　キャバレー、カフェー、ナイトクラブ
　　ロ　遊技場又はダンスホール
　　ハ　性風俗関連特殊営業を営む店舗その他
　　　　これらに類するもの
　　二　カラオケボックスその他遊興のため
　　　　設備又は物品を個室において客を利
　　　　用させる役務を提供する業務を営む
　　　　店舗
三項イ　待合、料理店その他これらに類するも
　　　　の
　　ロ　飲食店
四項　　百貨店、マーケットその他の物品販売
　　　　業を営む店舗又は展示場
五項イ　旅館、ホテル、宿泊所その他これらに
　　　　類するもの
　　ロ　寄宿舎、下宿又は共同住宅
六項イ　病院、診療所、助産所
　　ロ　老人ホーム、救護施設、乳児院、障害
　　　　児入所施設、障害者支援施設
　　ハ　老人デイサービスセンター、更生施設
　　　　助産施設、保育所、認定こども園、児　
　　　　童養護施設、児童自立支援施設、児童
　　　　家庭支援センター、児童発達支援セン
　　　　ター、放課後等デイサービス、身体障
　　　　害者福祉センター、障害者支援施設
　　二　幼稚園又は特別支援学校
七項　　小学校、中学校、義務教育学校、高等
　　　　学校、中等教育学校、高等専門学校、
　　　　大学、専修学校、各種学校その他これ
　　　　らに類するもの。
八項　　図書館、博物館、美術館その他これら
　　　　に類するもの
九項イ　公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場
　　　　その他これらに類するもの
　　ロ　イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場
十項　　車両の停車場又は船舶若しくは航空機
　　　　の発着場
十一項　神社、寺院、教会その他これらに類す
　　　　るもの
十二項イ　工場又は作業場
　　　ロ　映画スタジオ又はテレビスタジオ
十三項イ　自動車車庫又は駐車場
　　　ロ　飛行機又は回転翼航空機の格納庫
十四項　　倉庫
十五項　　前各項に該当しない事業場
十六項イ　複合用途防火対象物のうち、その一
　　　　　部が一項から四項まで、五項イ、
　　　　　六項又は九項イに掲げる防火対象物
　　　　　の用途に供されているもの
　　　ロ　イに掲げる複合用途防火対象物以外
　　　　　の複合用途防火対象物
十六項の二　地下街
十六項の三　建築物の地階で連続して地下道に
　　　　　　面して設けられたものと当該地下
　　　　　　道とで合わせたもの（一項から四
　　　　　　項まで五項イ、六項又は九項イに
　　　　　　掲げる防火対象物の用途に供され
　　　　　　る部分が存するものに限る）
十七項　文化財保護法の規定によって重要美術
　　　　品として認定された建造物
十八項　延長50ｍ以上のアーケード
十九項　市町村長の指定する山林
二十項　総務省令で定める舟車
⑤　特定一階段等防火対象物　（該当するものに☑）	Comment by 作成者: ⑤特定一階段等防火対象物とは、特定用途が地階または３階以上の階に存するもので、屋内階段が１つのもの。
※特定用途…消防法施行令別表第一で定めている一項から四項、五項イ、六項、九項イに記載する用途

☑　該当　
⑥　設置している消防用設備等（該当するものに☑）
（１）消火設備
　☑　消火器　　　　　□　屋内消火栓設備　　　　□　スプリンクラー設備　　□　水噴霧消火設備
　□　泡消火設備　　　□　不活性ガス消火設備　　□　ハロゲン化物消火設備　□　粉末消火設備
　□　屋外消火栓設備　□　動力消防ポンプ設備　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（２）警報設備
　☑　自動火災報知設備　　□　共同住宅用自動火災設備等　　□　住戸用自動火災報知設備　□　ガス漏れ火災警報器　　
□　漏電火災警報器　　□　消防機関へ通報する火災報知設備　□　共同住宅用非常警報設備　□　非常警報器具
□　非常警報設備（□ ベル　□ サイレン　□ 放送設備）　 □　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
（３）避難設備　
　☑　避難器具（□ すべり台 □ 避難はしご □ 救助袋  ☑ 緩降機  □ 避難橋  □ その他）
　☑　誘導灯及び誘導標識
⑦　設置している消防用水等（該当するものに☑）
　□  防火水槽　□  貯水池　□  その他の用水
⑧　設置している消火活動上必要な施設（該当するものに☑）
　□  排煙設備　　　　　　　□  連結散水設備　　　　　□  連結送水管　　
□  非常コンセント設備　　□  無線通信補助設備
⑨　電気設備（該当するものに☑）	Comment by 作成者: ⑨西宮市火災予防条例第46条に基づく届出を要する設備。
　発電設備　内燃機関を原動力とする発電設備
　　　　　　のうち、固定して用いるもの。
　蓄電設備　蓄電池容量が20KW時以下ものを
　　　　　　除く。
　変電設備　全出力50KW以下のものを除く。
　急速充電設備　全出力50KW以下のものを除　　
　　　　　　　　く。

　□  発電設備　□　蓄電設備　☑  変電設備　□　急速充電設備　□  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　⑩　⑨を除く設備（該当するものに☑）	Comment by 作成者: ⑩西宮市火災予防条例第４６条に基づく届出を要する設備。
①炉　熱風炉、多量の可燃性ガス又は蒸気を発　
　　　生する炉、個人の住居を除く据付面積２
　　　㎡以上の炉
②厨房設備　入力の合計350KW以上
③温風暖房機　入力70KW以上
④給湯湯沸設備　入力70KW以上
⑤乾燥設備　個人の住居に設けるものは除く
⑥サウナ設備　個人の住居に設けるものは除く
⑦ヒートポンプ冷暖房機　入力70KW以上
　　□　炉　□　厨房設備　□　温風暖房機　□　ボイラー　□　給湯湯沸設備　□　乾燥設備　□サウナ設備
　　□　ヒートポンプ冷暖房機　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑪　政令危険物施設等（必要に応じて記入）	Comment by 作成者: ⑪危険物施設等の施設名称
　過去の届出書類や危険物施設に貼り付けている標識等を参考に施設名称を記入して下さい。

　□　製造所　　□　屋内貯蔵所　　□　屋外タンク貯蔵所　　□　屋内タンク貯蔵所　
□　簡易タンク彫像所　　□　移動タンク貯蔵所　　□　屋外貯蔵所　　□　給油取扱所
　□　移送取扱所　　□　一般取扱所　
⑫　少量危険物施設等（必要に応じて記入）	Comment by 作成者: ⑫少量危険物施設等の施設名称
　過去の届出書類や危険物施設に貼り付けている標識等を参考に施設名称を記入して下さい。
（例：少量危険物貯蔵取扱所）
□　少量危険物施設

	第２　自衛消防隊について	Comment by 作成者: 自衛消防隊を決定し、各階勤務者及び収容人員を決定して下さい。収容人員の合計人数は「第１　建物の状況について」と整合させて下さい。

	自衛消防隊を次のように設置する。

	　自衛消防隊長
（経営者又は防火管理者）

　　　西宮　太郎　　　　　　　　　　　

	各階勤務者は、火災、地震等の災害が発生した場合、以下の任務を相互補完しながら実施する。
■　初期消火　　　■消防隊の誘導　　■応急救護
■　避難誘導　　　■情報収集
■　通報連絡　　　■自衛消防隊長からの指示


【該当の場合は☑】
□　別添、自衛消防隊編成表を参照。	Comment by 作成者: 自衛消防隊に関する資料がある場合は☑し、資料を添付して下さい。

	（各階勤務者）　　　　　収容人員
１階　　２　　名　　　　　12　　　名
２階　　２　　名　　　　　６　　　名
３階　　２　　名　　　　　６　　　名
４階　　２　　名　　　　　６　　　名
　　　　　　　　　　合計　　30　　名
	

	
　第３　火災が発生した場合の行動について	Comment by 作成者: 火災が発生した場合の行動について実施するものに☑して下さい。


	　火災が発生した場合、次のとおり行動する。（実施項目を☑）

	【消火活動】

☑　火災を発見した関係者は、大声で皆に知らせる。
　□　叩き消し、水バケツ、水道ホース等を使用する。
　☑　初期消火は消防隊が到着するまでの間、関係者全員が協力し、避難時期を優先しつつ消火器、屋内消火栓設備等消防用設備等を活用して初期消火に努める。
　☑　天井に燃え移れば、初期消火を中止して避難する。

	【避難及び避難誘導】

☑　大声または、警報設備を使用し、周囲に知らせる。
☑　避難したら、戻らせない。
☑　煙による被害を防止するために、ハンカチやタオル等を活用する。
☑　いたずらに騒ぎ立て、無秩序な行動にならないようにする。
☑　逃げ遅れがいないか、人員を確認する。
☑　エレベーターは使用しない。

	【通報連絡】

☑　119番通報する。
☑　社内電話が使えない場合の通報方法を考えておく。
☑　通報内容について、円滑にできるよう社内電話付近に通報内容（建物名称、住所、電話番号等）を掲出しておく。　

	【その他】

　☑　消防車両及び隊員の誘導を実施する。
　☑　消防隊員に出火場所、危険物品、避難状況等消火活動上必要な情報を伝える。
　□　逃げ遅れの有無を確認する。

	　
第４　避難計画の概要及び避難誘導、通報連絡について	Comment by 作成者: 火災が発生した場合の行動について実施するものに☑して下さい。


	避難計画の概要及び避難経路の確保について、次のように実施する。（該当項目に☑）
□　別添　避難経路図参照。	Comment by 作成者: 避難経路図を添付する場合は、☑して下さい。その場合、図の記入は必要ありません。
☑　二方向避難の確保については下記の表のとおり。
　　
	階別
	屋内階段
	屋外階段
	バルコニー
	避難器具
	屋内から直接地上へ通じる出入口
	合計

	１階
	
	
	
	
	１
	１

	２階
	１
	
	
	１
	
	２

	３階
	１
	
	
	１
	
	２

	４階
	１
	
	
	１
	
	２


　　　　※各階ごとに合計が２以上になるよう個数を記入する。（※避難階を除く）	Comment by 作成者: 避難階…直接地上へ通じる出入口がある階のこ
　　　と。一般的には１階ですが、建築物が
　　　斜面に建てられている場合などでは１
　　　階以外の階が避難階になることがあ
　　　り、建物によっては避難階が複数存在
　　　することもあります。

	【避難経路の確保】
☑　階段、通路等に物品を置かない。　
☑　避難経路は常時整理整頓し、避難の支障にならないように実施する。
☑　防火戸の前には物品を置かない。また、正常に作動するよう機能保持に努める。
	☑　非常口は、施錠はせず、容易に開放できるようにする。
□　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
第５　防災教育及び消防訓練について	Comment by 作成者: 防災教育及び消防訓練について実施するものに☑して下さい。


	防火管理者等は下記の防災教育を行い、次のとおり実施する。（実施・該当項目を☑）

	【実施日】（ ３ 月 １ 日）及び（ ９ 月 １ 日）
【実施内容】
☑　消火器の取扱訓練
　　☑　避難訓練
☑　通報訓練
□　その他　　　　　　　　　　　　　　
	【訓練実施上の注意事項】	Comment by 作成者: 令別表第一　一項から四項、五項イ、六項、九項イ、十六項イ又は十六の二項に掲げる防火対象物は、消火訓練及び避難訓練を年２回以上実施しなければなりません。
　☑　年（１回・２回）以上実施
　☑　119番通報訓練の消防署への事前連絡
　☑　訓練実施における安全上の配慮
　☑　消防署への届出
　□　その他　　　　　　　　　　　　　　

	
　第６　火災予防上の自主検査について	Comment by 作成者: 火災予防上の自主検査について実施するものに☑して下さい。


	　火災予防上の自主検査は、下記のとおり実施する。（実施項目を☑）
　
　☑　各部署に火元責任者を定め、法令の定めるところにより喫煙、裸火、厨房、暖房器具、ボイラー等の点検を行わせ、その業務の実施方法等については社内規則で定める。
　☑　消防用設備等の自主点検を実施し、その業務の実施方法等については社内規則で定める。
　☑　各管理権原者の権原の範囲は、原則として当該防火対象物における各管理権原者の当該占有部分とし、かつ当該所有者にあっては、階段部分等の共有分を含むものとする。ただし、区分所有の場合においては、各管理権原者の当該専用部分と階段等の共有部分とする。
　□　管理権原が複雑な場合は、別図等で明確に図る。
　☑　自主検査の結果、不備・欠陥事項が発見された場合は、別に定めた管理権原者の責任範囲により、管理権原者が改修する。

	　　
　第７　防火管理業務の委託　　　　（　☑　該当　・　□　非該当　）　※該当の場合、記載。	Comment by 作成者: 防火管理業務の委託
　委託する場合は記入して下さい。
　
委託は一部委託と全部委託があります。

※注　全部委託が認められる防火対象物
　「管理的又は監督的な地位にある者のいずれもが遠隔の地に勤務していることその他の事由により防火管理上必要な業務を遂行できない」と消防長又は消防署長が認める次の場合の防火対象物。

１　共同住宅
２　複数の防火対象物の管理権原者が同一の
　者である場合における防火対象物
３　管理権原が分かれている防火対象物で、
　次に掲げる部分を有するもの
（ア）政令別表第一のうち、六項ロ、六項ロ
　　　の用途が存する十六項イ・十六の二項
　　　の各特定用途部分を１つの防火対象物
　　　とみなした場合、収容人員が10人未満
　　　もの。
（イ）政令別表第一のうち、一項から四項、
　　　五項イ、六項イ、ハ、ニ、九項イ、十
　　　六項イ、十六の二項の各特定用途部分
　　　を１つの防火対象物をみなした場合、
　　　収容人員が30人未満のもの。
（ウ）政令別表第一のうち、非特定用途部分
　　　を１つの防火対象物とみなした場合の
　　　収容人員が50人未満もの。
（エ）特定資産に該当する防火対象物又は不
　　　動産特定共同事業契約に係る不動産に
　　　該当する防火対象物。
　　　　

	防火管理者が行う防火管理業務を以下のとおり委託する。（実施項目を☑し、内容を記載する）
□　防火管理者業務を下記(表１)の者に全部委託する。
（表１）
	氏　名(名　称)
	

	住　所(所在地)
	

	電　話　番　号
	



□　防火管理業務を下記（表２）の者に一部委託する。
（表２）
	受託者の氏名及び住所等
	職・氏名（名称）
	株式会社西宮設備　代表取締役　〇〇　〇〇

	
	住所等（所在地）
	西宮市〇〇〇〇〇〇

	防火管理者の状況（該当する場合記入）
	防火管理者職・氏名
	〇〇　〇〇

	
	営業所等
	西宮事業所

	
	教育担当者職・氏名
講習等種別・修了証番号
	役職名　〇〇　〇〇
甲種　　〇〇〇〇〇〇〇〇〇

	
	教育計画
	

	防火管理業務の範囲及び方法
	委託業務実施方法
	☑　常駐　　　□　巡回　　　□　遠隔監視

	
	
	

	電　話　番　号
	〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇


　

	
第８　消防用設備等の点検及び報告	Comment by 作成者: 消防用設備等の点検及び報告
　実施するものに☑し、必要事項を記入して下さい。


	管理権原者及び防火管理者は、消防用設備等の点検及び報告について以下のとおり行う。
☑　消防法に基づき、機器点検を６か月毎（１月頃）に実施し、１年毎（７月頃）に総合点検を併せて行う。
　　 ☑　点検結果については、３年に１回、管轄消防署（　西宮　　　消防署・消防分署）に報告する。
　　 ☑　上記点検は、下記設備点検業者に委託する。
　　　　委託設備点検業者（会社名等）　株式会社西宮設備　　担当者　〇〇　〇〇　　℡〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇
□　消防用設備等の点検実施時には防火管理者等は立会いする。
□　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
　　第９　防火対象物定期点検　　　（　☑　該当　・　□　非該当　）　※該当の場合、記載。	Comment by 作成者: 防火対象物定期点検
　以下のいずれかに該当する場合は点検が必要です。
①　収容人員300人以上のもの
②　特定一階段等防火対象物
　　※「第１　建物の状況について」⑤欄の
　　コメントを参照して下さい。


	　　管理権原者及び防火管理者は、防火対象物定期点検報告について以下のとおり行う。
　　☑　消防法に基づき、毎年、防火管理上必要な業務について、防火対象物点検資格者に点検させる。
☑　上記点検は、下記設備点検業者に委託する。
　　　　委託設備点検業者（会社名等）　＿株式会社西宮設備＿　担当者　〇〇　〇〇　　℡〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇
　　☑　点検結果については、１年に１回、管轄消防署に報告する。
　　□　特例認定の条件に適合した場合には、特例認定の申請を行う。
　　□　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	
　　第１０　地震対策　（　☑　南海トラフ地震防災対策計画を作成すべき者に係る区域に該当）	Comment by 作成者: 南海トラフ地震防災対策計画を作成すべき者に係る区域に該当する場合は、赤枠の部分か必ず記載して下さい。南海トラフ地震防災対策計画を作成すべき者に係る区域は以下のとおりです。	Comment by 作成者: 【西宮消防署管轄区域】
あ行
　今津曙町
　今津大東町（１～４番、６番、７番）
　今津社前町
　今津巽町
　今津出在家町
　今津二葉町
　今津水波町
　今津港町
　今津山中町８番
か行
　甲子園浜田町（２～４番、11～13番、15番）
た行
　津門川町（５番、６番、８番、10～13番）
　津門住江町（１～13番、15番）
　津門西口町（９番、10番）
　津門宝津町（１番、２番、８番、12番）	Comment by 作成者: 【鳴尾消防署管轄区域】
あ行
　上鳴尾町１～５番、12～14番、24～27番
　池開町
　今津久寿川町
　今津真砂町
　上田中町
　上田西町
　上田東町
　枝川町
か行
　学文殿町１丁目（６～10番）
　学文殿町２丁目６番
　笠屋町
　甲子園町（2～6番,8番,12～24番,26～30番）
　甲子園網引町
　甲子園浦風町（１～３番、11番）
　甲子園七番町（７番、13～22番）
　甲子園八番町（１～７番）
　甲子園九番町
　甲子園高潮町（１番、２番、７番）
　甲子園洲鳥町（１～３番、５番、７～10番）
　小松町１丁目（７～９番）
　小松町２丁目
　小松北町２丁目８番
　小松西町１丁目（２～４番）
　小松西町２丁目
　小松東町２丁目（１番、15番、16番）
　小松東町３丁目（１番、２番、４～９番）
　小松南町１丁目
　小松南町２丁目
　小松南町３丁目
さ行
　里中町１丁目
　里中町２丁目
　里中町３丁目（２～13番）
た行
　高須町１丁目（１番、２番、５～７番）
　高須町２丁目１番
な行
　鳴尾町１丁目
　鳴尾町２丁目
　鳴尾町３丁目
　鳴尾町４丁目
　鳴尾町５丁目
　鳴尾浜１丁目６番地
　鳴尾浜２丁目
　鳴尾浜３丁目（9番地5,10番地1、16番地、17番地2、22番地6）
は行
　浜甲子園１丁目
　浜甲子園２丁目
　浜甲子園３丁目
　浜甲子園４丁目
　東鳴尾１丁目
　東鳴尾２丁目
　古川町
ま行
　南甲子園１丁目（１～12番、14～22番）
　南甲子園２丁目
　南甲子園３丁目
　武庫川町	Comment by 作成者: 【浜分署管轄区域】
あ行
　朝凪町
　荒戎町
　石材町（８～10番、18番、19番）
　泉町
　今津西浜町
　大浜町
か行
　上葭原
　川添町
　川東町（２番、３番、５～８番）
　鞍掛町（２～10番）
　久保町（１番、９～15番）
　甲子園浜１丁目２番地１
　甲子園浜２丁目23番地
さ行
　下葭原町
た行
　建石町
な行
　中浜町（３番、４番、７番）
　中葭原町
　西宮浜４丁目（８番地、15番地、16番地）
　西波止町
は行
　浜町（１番、３～15番）
　浜松原町
　浜脇町
　東町１丁目（４番、８番、10～14番）
　東町２丁目
　東浜町
　堀切町（４～７番）
ま行
　前浜町
　宮前町
や行
　用海町（１番、４番）


	地震対策について、下記事項を実施する。（実施項目を☑）

　　☑　地震発生直後は、身の安全を守ることを第一とする。
　　☑　地震が発生した場合は、できる限り使用中の火気の消火を行う。
☑　各設備器具は、配線等が破損していないか確認し、安全を確認した後に使用する。
　　☑　避難の際は、ブレーカーを遮断する。
　　□　感震ブレーカーを設置する。
　　☑　在館者（客・従業員等）の安否確認、負傷者等の救済等の方法について協議する。
　　☑　震災に備えて、医薬品、非常用トイレ、飲料水、携帯ラジオ等の備蓄品について協議する。
　　□　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　

	　【南海トラフ地震対策】
　　上記の加えて、下記事項を実施する。（実施項目を☑）
※南海トラフ地震防災対策計画を作成すべき者に係る区域に該当している場合に記入。

　　☑　テレビ、ラジオ、防災行政無線、防災ネット等を通じて最新の情報を収集・把握する。
　　☑　客・従業員等に対して、津波到達までの時間等の情報を明確に伝達広報等、パニックの防止に配慮する。
　　☑　地震の規模等及び津波に関する情報、避難場所及び避難方法、建物施設等の被害情報について、客・従業員等に伝える。
　　☑　鳴尾御影線より北側へ避難する（徒歩又は自転車）
　　☑　津波が到達するまでに鳴尾御影線より北側への避難が困難な場合又は水平避難困難地域の場合は、近隣の津波避難ビルへ避難を行う。	Comment by 作成者: 津波避難ビル
　西宮市内の津波避難ビルはこちら（Ctrlボタンを押しながらクリック）
　　　　【津波避難ビル名称：　西宮市役所　　　　　　　　　　　　　　　（　８　階）】
【住所：　西宮市六湛寺町１０番３号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 】
　　□　危険物などの漏えい防止対策を行う。
　　☑　情報収集・伝達、津波からの避難等、地震防災上必要な教育及び広報を関する防災訓練を行う。
　　□　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
第１１　その他	Comment by 作成者: その他
　上記内容以外のことについて記載して下さい。


	下記事項を実施する。（実施項目を☑）

□　放火防止対策として、共用部分の物品の存置について、自治会・各事業所間等で協議する。
☑　消防車両の通行、活動障害となる場所への駐車を禁止する。
□　害虫駆除等において、火災と紛らわしい煙が出る恐れのある製品を使用する時は、事前に消防署
へ連絡する。
　　☑　空室にテナントが入居する際は、事前に消防署と協議する。
　　☑　防火管理者に変更があった場合は、この消防計画を引継ぐ等、速やかに業務の引継ぎを行う。
□　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




2

